
串間市日中一時支援事業実施要綱 

平成18年串間市告示第50号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的にするための

法律 (平成 17年法律第 123号。以下「法」という。 )第 77条の規定に基づ

く地域生活 支援事 業として実 施する 日中一時支 援事業 について必 要な

事項を定めるものとする。  

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は、串間市とする。 

（事業内容） 

第３条 日中一時支援事業（以下「事業」という。）とは、障害児及び障害者（以下、

「障害者等」という。）を一時的に預かることにより、障害者等に日中活動の場を

提供し、見守り及び社会に適応するための日常的な訓練等を行うことをいう。 

（利用の申請） 

第４条 事業を利用しようとする者は、日中一時支援事業利用申請書（様式第１号)

により、あらかじめ市長に申請するものとする。 

２ 前項の申請は、事業を利用しようとする者又はその者が属する世帯の生計中心者 

（以下「申請者」という。）が行うものとする。 

（利用の決定等） 

第５条 市長は、前条第１項の規定による申請があった場合において、支援が必要と

認めたときは、次に掲げる事項について決定するものとする。 

(1) １月間におけるサービスの利用量 

(2) 事業利用に係る有効期間 

(3) 負担上限月額 

(4) その他必要な事項 

２ 前項第３号の負担上限月額の決定は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行令（平成18年政令第10号）第17条第１項の規定を用いて行

うものとする。 

３ 市長は、事業利用を決定したときは、申請者に対し、日中一時支援事業利用決定

通知書（様式第２号）（以下「決定通知書」という。）を交付するものとする。 

（利用決定の変更等） 

第６条 前条第３項の規定により決定通知書の交付を受けた者（以下「利用者」とい 

う。）は、現に受けている利用決定に係る利用量を変更する必要があるときは、市 

長に対し、当該利用決定の変更の申請をすることができる。 

２ 市長は、前項の申請又は職権により、必要があると認めるときは、利用決定の変

更の決定を行うことができる。この場合において、市長は、当該決定に係る利用者

に対し決定通知書の提出を求めるものとする。 

３ 市長は、前項の利用決定の変更の決定を行ったときは、決定通知書に当該決定に

係る事項を記載し、これを返還するものとする。 

４ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該利用決定を取り消



すことができる。 

 (1) 利用者が、利用決定の有効期間内に、串間市以外の市町村の区域内に居住地を

有するに至ったと認めるとき。 

(2) 申請者が、第４条第１項の規定による申請に関し、虚偽の申請をしたとき。 

５ 前項の規定により利用決定の取消しを行ったときには、当該取消しに係る利用者 

に対し決定通知書の返還を求めるものとする。 

（登録の申請等） 

第７条 この事業において、事業を行おうとする事業者（以下「事業者」という。）は、

あらかじめ市長に、日中一時支援事業者登録申請書（様式第３号）及び次に掲げる

事項を記載した書類により申請を行うものとする。 

(1) 事業者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書 

(2) 事業所の平面図 

(3) 運営規程 

 (4) 障害者等又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 

(5) 当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

(6) 当該申請に係る事業に係る資産の状況 

(7) その他登録に関し必要と認める事項 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、法第36条第３項中の第１

号から第３号まで、第５号から第７号まで、第９号又は第10号の基準に照らして登

録することが適当と認めるときは、日中一時支援事業者登録通知書（様式第４号）

により通知するものとする。 

３ 前項の規定により登録を受けた事業者（以下「登録事業者」という。）は、次に掲 

げる事項について変更があったときは、市長に、当該変更に係る事項について、登

録事業者変更届出書（様式第５号）により届け出なければならない。 

(1) 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される 

事務所を有するときは、当該事務所を含む。）の名称及び所在地  

 (2) 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所 

(3) 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書 

(4) 事業所の平面図 

(5) 運営規程 

４ 登録事業者は、事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、事業廃止・休 

止・再開届出書（様式第６号）により、その旨を市長に届け出なければならない。 

５ 市長は、登録事業者が法第50条第１項に定める基準のいずれかに該当するときは、

当該登録事業者に係る第２項の登録を取り消し、又は期間を定めてその登録の全部

若しくは一部の効力を停止することができるものとする。 

（利用契約等） 

第８条 利用者は、登録事業者に決定通知書を提示して利用契約等の利用に関する手

続を行うものとする。 

（利用者に対する給付） 



第９条 利用者に対する給付額は、次の各号に掲げる金額を合計した額（以下、「費用

総額」という。）から費用総額の100分の10に相当する額（第５条第１項第３号に定

める負担上限月額を上限とする。）を控除して得た額とする。 

(1) 基本事業にあっては、別表の区分に応じた単位数に10を乗じた額 

(2) 送迎サービスを提供したときは、基本事業とは別に片道540円加算する。 

 (3) 市外送迎を行ったときは、前号の送迎加算とは別に、1人を送迎した場合は1,080 

  円、2人以上を送迎した場合は540円加算する。ただし、1日1回限りとする。 

(4) 食事サービスを提供したときは、基本事業とは別に１日につき420円加算する。 

２ 市長は、前項に定める額について、利用者から登録事業者に対して受領の委任が

あったときは、当該事業者に支払うことができるものとする。この場合において、

委任のあった登録事業者は、日中一時支援事業請求書（様式第７号）により請求す

るものとする。 

(その他) 

第10条 この事業を行うために必要な事項について、市長が別に定めるものとする。 

附 則 

 この要綱は、平成18年10月１日から施行する。 

   附 則（平成25年串間市告示第23号） 

 この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 


